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法人所得税

　ベトナムでの現行の法人所得税法は，2009
年に施行されました。標準税率は25％であり，
特定の地域や分野に優遇税制が適用されてい
ます。
⑴　納税義務者
　ベトナムにおける法人所得税法上の納税義
務者は，ベトナムの法令に従って設立された
国内企業及びベトナムに恒久的施設を有する
若しくはベトナム源泉の所得を有する外国の
法令に従って設立された外国企業です。

⑵　申　　　告
　申告は四半期ごとの予定申告と年末の確定
申告があります。四半期ごとの予定申告は四
半期末後30日以内に，予定申告は当年の実績
ベース，又は前年度の課税所得割合と本年度
の実績とを用いて計算することが可能です。
年度末の確定申告は期末日後90日以内に行わ
なければなりません。決算期末は３月，６月，
９月，12月から選択することが可能です。ま
た，欠損金の繰越は５年間認められています。
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ベトナム税制の概要
　ベトナムの税制は法人所得税，個人所
得税，付加価値税，特別消費税，外国契
約者税等で構成されています。またこ
れらの税法は，Law：法律，Decree：
政令，Circular：省令，Official Letter 
と階層的に構成されており，下位に行く
ほどより詳細な規定がなされています。
　また，近年では，移転価格税制に関す
る税務当局の動向が活発化してきており，
日系企業においても移転価格税制への対
応が急務となっております。
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⑶　減 価 償 却
　法人所得税法では以下の三つの要件を満た
すものは有形固定資産に計上され，定額法，
定率法，生産高比例法のいずれかの償却方法
にて償却されます。
　＊　固定資産の使用によって，経済的便益

がもたされる
　＊　１年以上の使用が見込まれる
　＊　取得原価が10, 000, 000ベトナムドン

（およそ500米ドル）以上の資産
　また，一部技術革新の観点から加速度償却
が認められるケースもあります。
　耐用年数は耐用年数表に最長期間と最短期
間が記載されており，その期間内であれば会
社が任意に決定することが可能です。

⑷　損金不算入項目
　ベトナムの法人所得税法では，原則として
営業活動に直接関連のないものは損金不算入
となります。
　なお，損金算入要件は厳しく，厳格な証憑
の管理保存が要求されているほか，経費の種
類ごとに，たとえば下記のように取り扱われ
ています。
　①　人　件　費
　　　確定申告書提出期限までに支払われて

いない未払人件費，労働契約書や労務規
定に規定されていない賞与は原則として
損金不算入となります。

　②　広告宣伝費，販売促進費，会議費等
　　　広告宣伝費，販売促進費，会議費等は，

損金算入可能費用の総額の10％まで損金
として認められます。

　③　研究開発積立金
　　　研究開発積立金は，合理的に見積もら

れることを前提に課税所得の10％まで損
金算入が認められます。

　④　貸倒引当金
　　　貸倒引当金は一定の条件の下，損金算

入が可能です。

　⑤　借 入 利 息
　　　払込資本金額が定款記載の授権資本金

額に満たない場合には，その不足額同等
額の借入金からの借入利息は損金不算入
となります。

個人所得税

　2009年に施行された現行の個人所得税法の
英語表記は “Personal Income Tax” となっ
ています。
　しかし，改定前の名称は“Personal Income 
Tax on High Income Earners”，すなわち高
額所得者を対象とした個人所得税でした（な
お，2008年末の時点で月額300米ドル以下の
所得に対しては所得税率０％が適用されてい
ました）。
　ベトナムの個人所得税法においては，暦年
若しくは連続する12カ月の間に183日以上滞
在する者，又は課税年度内で90日以上の一定
の居住地を国内に有する者が税務上の居住者
となります。
　また，日越租税条約においても，以下の要
件を満たしている場合には短期免税者となり
ます。
　＊　ベトナム滞在期間が暦年で183日未満

であること
　＊　報酬がベトナムの居住者ではない雇用

者，又はこれに代わる者から支払われる
こと

　＊　報酬がベトナム国内の恒久的施設や固
定施設によって負担されないこと

　ただし，短期免税の適用を受けるためには，
居住地国の税務当局が発行した居住者証明書
を添付のうえ，ベトナムの税務署に対し事前
の申請を行う必要があります。
　居住者は，全世界所得に対して課税が行わ
れます。所得税率は累進課税が適用されてお
り，月額8, 000万ドン（およそ4, 000米ドル）
を超える課税所得に関しては最高税率の35％



174 Z E I K E I T S U S H I N　’11.11

が適用されます。
　居住者及び非居住者は共に納税者番号
（タックスコード）を取得し，月次の申告納
税及び年度末の確定申告を行う必要がありま
す。
　個人所得税の月次申告及び納税期限は翌月
20日までであり，また年末の確定申告は３月
末までに申告納税をする必要があります。

付加価値税

　ベトナム国内で付加価値税の対象となる物
品やサービスを製造，販売，輸入する法人又
は個人は，付加価値税の申告納税義務を有し
ています。日本の消費税同様，売上時に付加
価値税を徴収し（売上ＶＡＴ），仕入時に付
加価値税を支払い（仕入ＶＡＴ），その差額
を納税又は還付請求することになります。
　付加価値税の標準税率は10％ですが，10％
取引以外にも，０％取引，５％取引，非課税
取引があります。

⑴　０ ％ 取 引
　主に輸出する物品やサービスに適用される
税率であり，輸出加工業者との取引で輸出加
工に関連すると考えられる取引は０％取引と
されます。
　０％取引は，税率は０％であるものの，付
加価値税の課税対象取引となるため，通常通
り付加価値税の申告納税義務があり，結果と
して仕入付加価値税の控除や還付が認められ
ています。

⑵　５ ％ 取 引
　水，飼料，農作物，農業用機器，医療機器
等の必需品に該当するものは５％取引とされ，
５％の付加価値税が適用されます。

⑶　非課税取引
　土地使用権の売買，保険，株式取引，医療

サービス，未加工の金や鉱物，輸出品の製造
のため輸入された原材料等，付加価値税の性
質になじまないものは，非課税取引となりま
す。
　非課税取引については付加価値税の申告納
税義務がないため，当該取引に対応する仕入
付加価値税の控除や還付も認められていませ
ん。
　ベトナムは日本と異なりインボイス方式に
よって納税額を計算するため，以下のような
仕入付加価値税の控除要件があります。
　＊　支払いの際に受け取ったＶＡＴインボ

イスが正式なもので，記載内容に漏れや
誤りがないこと

　＊　支払金額が2, 000万ドン（およそ1, 000
米ドル）以上の取引の場合には，支払い
を証明するための証憑（銀行の送金証明
書）が必要となること

　＊　製品やサービスの輸出の場合には，契
約書及び通関書類が必要となること

　付加価値税の申告納税は，翌月20日までに
実施する必要があり，年次の確定申告は
必要ありません。また，下記のいずれか
の場合は付加価値税の還付が可能です。

　＊　連続する３カ月以上の期間で控除しき
れなかった仕入付加価値税がある場合

　＊　控除可能な仕入付加価値税が２億ドン
（およそ１万米ドル）以上ある場合

　＊　開業から生産開始までに１年以上の時
間を要する場合（この場合は年度毎に還
付請求することになります）

特別消費税

　特別消費税は特定の物やサービスの提供に
対して課税されます。基本的には嗜好品に課
税されており，税率も高く設定されています。
なお，付加価値税と大きく異なる点は，最終
消費者がこれらの商品，サービスを購入する
場合には特別消費税という名目では徴収され
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ず，販売価格に税金相当額を付加して最終消
費者に販売するため，納税義務者は当該製品
の生産者や提供者となる点です。

外国契約者税

　外国契約者税（Foreign Contractor Tax：
ＦＣＴ）とは，外国人又は外国法人がベトナ
ムの個人又は内国法人との間で契約を交わし，
ベトナム国内でサービスの提供を行った結果
として得られる所得に対して課税される税金
です。
　外国契約者税は，付加価値税分と法人税分
から構成されています。
　外国契約者税の課税のタイミング及び納税
義務者は，サービスを提供する外国法人がベ
トナム会計システムを採用するか否かにより
異なります。ベトナム会計システムとは，ベ

トナム会計基準によって会計帳簿を作成しベ
トナム法人と同様に納税者番号を取得し申告
納税する必要があるため，外国法人がベトナ
ム会計を採用していないケースがほとんどで
す。
　この場合，申告納税義務者はベトナム法人
となり，ベトナム法人が契約金額を支払う際
に税金を源泉徴収し，10日以内に申告するこ
とになります。この場合の税率は，下記のみ
なし税率が適用されます。
　現在，法人税部分に関してはベトナム会計
システムを適用せずにみなし法人税を支払い，
付加価値税部分に関してのみベトナム会計シ
ステムを適用するハイブリッド方式も認めら
れています。ハイブリッド方式を採用するこ
とにより，仕入付加価値税を売上付加価値税
から控除することが可能となるため，建設プ
ロジェクトの際などに多く利用されています。

移転価格税制

　ベトナムでは，2006年施行，2005年12月付 
Circular 117によって移転価格税制が導入さ
れましたが，しばらくの間は税務当局も移転
価格税制に積極的ではなく，法人も当該法令
を遵守しているとは言い難い状況が続いてい
ました。
　ところが2010年付け Circular 66の発行に
前後し，税務当局は日本やオーストラリアで
の海外研修，各地方税務当局での講習を実施
し，また，2011年にはインターネットを通じ
て，納税者や税務職員を対象としたアンケー
トを実施しました。
　こうしたことから，近年では，税務当局は
移転価格への取り組みを強化していると考え
られるため，法人は①移転価格フォームを確
定申告書提出時に毎年開示し，②移転価格文
書を適宜作成保管することが重要となります。

項　　目 みなし
付加価値税

みなし
法人税

トレーディング：商品，
原材料，資材，機械及び
設備などの手配

－ １％

サービス，リース ５％ ５％

建設資材や機械及び設備
の提供を伴う建設及び据
付

３％ ２％

建設資材や機械及び設備
の提供を伴わない建設及
び据付

５％ ２％

運送 ３％ ２％

製造 ３％又は
1. 5％

２％

航空機及び航空機のエン
ジン又は部品，船舶の
リース

－ ２％

再保険 － ２％

証券譲渡 － 0. 1％

貸付利息 － 10％

ロイヤリティー － 10％



176 Z E I K E I T S U S H I N　’11.11

税 務 調 査

　ベトナムでは，税務調査は３年に一度程度
と言われていますが，法人によっては毎年税
務調査を受けている法人や長らく税務調査を
受けていない法人等様々です。また，個人所
得税の税務調査も頻繁に実施されております。
　税務調査の前には事前に正式な通知があり，
最長で30日間の税務調査が実施された後に税
務調査結果が送付されます。
　罰則金は過去５年間までは遡って課される
ことが可能と定められていますが，実際には
さらに長い期間の罰則を受けることもありま
す。
　罰則金は税金支払いの遅延金として一日当
たり0. 05％が課され，租税回避目的などの悪
質性が認められる場合は当該租税回避金額の
３倍までの金額を罰則金として課税すること
ができます。

お わ り に

　昨今における日系企業のベトナム進出は再
び加熱しており，チャイナプラスワン戦略に
おける有力な候補地としてベトナムへの進出
を考えられている企業は多数あるようです。
　ベトナムの人口推移や年齢別人口ピラミッ
ド及び経済成長率は50年前の日本のそれらと
非常に類似していると言われ，昨今のベトナ
ムへの進出は生産拠点としての進出のみなら
ず，販売拠点としての進出も数多く見受けら
れます。
　一方で2007年のＷＴＯ加盟以降内外格差の
是正のための優遇税制撤廃の方向や，度重な
る税制改定，移転価格税制の適用，さらには
担当官による判断の相違等，税務問題はベト
ナムでのビジネスを実施する上で大きなリス
ク要因の一つとなっており，今後の動向にも
注意が必要です。


